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令和 8(2026)年度再生産関係の決定に関するガイドライン 

2026 年 6 月 3 日1 

資源評価高度化作業部会2 

 

再生産関係は将来予測や管理基準値の推定に影響する最も重要な要因である一方，再生産関係のパラメ

ータは資源評価モデルの中で推定が最も難しいパラメータの一つである (Walters 2004)．また環境要因な

どの要因が再生産関係に大きな影響を及ぼすことが明らかになっているが，その詳細なプロセスについ

てはほとんど解明されていない．そのため，利用可能なデータのみでは十分な確度をもって再生産関係

の形を選択したりパラメータ推定ができない場合が多い．その場合には様々な要因を考慮して再生産関

係を選択する必要がある．ここでは，資源評価モデルで推定された加入尾数と親魚量の関係をもとに MSY

管理基準値やそれに準じた管理基準値を計算する資源（1A，1B ルール，資源評価高度化作業部会 2026a）

において，再生産関係を決定する際の基本的な考え方と手続きについて述べる． 

 

1． 用いるデータ範囲と基本的な考え方 

a. 基本的には，過去に推定された加入尾数と親魚量の利用可能な時系列データを全て用いる． 

b. ただし，レジームシフトなど明らかな根拠がある場合は，再生産関係の推定に用いるデータを特定の

期間のみのものとするような方法も考えられる．その場合は，抽出した期間に明確な科学的根拠があ

ること，それを報告書に詳述するか適切な引用を明記すること，関係科学機関や有識者間で合意する

ことが必要である．明確な科学的根拠とは，再生産関係のシフトを示唆する既往研究だけでなく，

AIC 等の情報量規準をもとにした統計的根拠もあわせて示す．さらに，不確実性に留意し，感度試験

や管理戦略評価（Management Strategy Evaluation, MSE, 資源評価高度化作業部会 2026b）などで

異なる仮説（例えば，レジームの有無）が真だった場合の影響の大きさを調べ，影響が大きい場合に

は不確実性に対する管理方策の頑健性を示すことが推奨される． 

c. 資源評価最終年またはそれに準じる年の加入尾数については，統計解析によって不確実性が非常に

高いことが明らかになっている場合，再生産関係の推定から除くことも考えられる．その場合，感度

試験により，除いた場合と除かない場合の違いを示し，必要に応じて MSE によってリスクの評価を

行うことが推奨される． 

d. 再生産関係は利用可能なデータと既存の科学的知見を最大限活用して最善のものを選択することを

基本とし，想定外のデータの更新や持続性を脅かすほどの極端な加入が起こった場合（付録．管理期

 
1 令和 7 年度版からの主な変更点：①再生産関係を選択するときの基準のうち，基準 b「生物学的妥当

性 or 便宜的仮定」を「生物学的妥当性」に変更した．便宜的仮定の部分については，基準 d と e と重複

していたため，この部分からは削除した．②従来のガイドラインの基準 g「異なる再生産関係を用いた

場合のリスクの非対称性」は，本ガイドラインの基準 h「管理方策の頑健性（MSE による評価）」に統

合した．③事例集を年度別から魚種別に再整理し，同一魚種について複数回開催された研究機関会議に

おける更新内容を把握しやすくした．④令和 7 年度に研究機関会議が開催された９系群に関する情報を

事例集に追加し，引用文献等の追加も行った． 
2 English title(author): Guidelines for determining stock-recruitment relationship (fiscal year 2026) (Working 
Group on Advancing Stock Assessment) 
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間内に管理基準値や漁獲管理規則を変更するためのガイドライン，資源評価高度化作業部会 2026a）

以外には，原則的に管理期間内で同じものを用いる． 

e. MSY 管理基準値は再生産関係の仮定に大きく影響されるため，その決定には科学的に十分な根拠と

客観性が求められる．複数の再生産関係の候補のうち一つを選択するための客観的な根拠がなく，ま

た，その選択によって MSY 管理基準値が大きく変わるような場合には，どの選択をしても管理を大

きく失敗することがない頑健な管理が実現されることを MSE で示しつつ頑健な再生産関係を選択す

るか（3f，3h）や管理基準値そのものを再生産関係によらずに決定する（1B ルール）方法もある．

再生産関係によらずに管理基準値を決定する 1B ルールの適用範囲については「4.1B ルールの適用

範囲」に詳述した． 

 

2． 候補となる再生産関係式と注意点 

a. ホッケー・スティック型再生産関係（HS，Clark et al. 1985），ベバートン・ホルト型再生産関係（BH, 

Beverton and Holt 1957），リッカー型再生産関係（RI，Ricker 1954）など，適切な引用がある再生産

関係式を候補とする． 

b. 基本的には，密度効果が見られない資源や，極端な密度効果がある資源においても現実的な再生産関

係が得られる HS の利用を推奨する（Ichinokawa et al．2017, Okamura et al. 2020）．しかし，「3．再生

産関係を選択するときの基準」で解説する基準に照らしたときに，使用の利点が明らかである場合に

はその他の再生産関係式やそれらのモデル平均も使用できる． 

c. 加入変動に影響を及ぼす環境変数やその他の要因の導入によって管理上の利点が大きい場合には，

適切な科学的根拠・引用とともに，再生産関係モデルにこれらの要因も導入する． 

d. 再生産関係のパラメータ推定の際には，補足資料 1 から 3 を参考に，一連のモデル診断手法をあて

はめ，パラメータ推定が適切かどうかを確認する（図 1）．また，この結果を研究機関会議資料の補

足として掲載する． 

e. 資源の生産性を測る指標として，SB0（漁獲がないときの平均親魚量），R0（SB0のときの平均加入尾

数），h（スティープネス）を計算し、これらの推定値と不確実性を示す．h は BH と RI を使う場合

は 0.2SB0 のときの平均加入尾数を R0 で割った値（Hilborn and Walters, 1992），HS の場合には 1-

SBhs/SB0（SBhsは HS の折れ点）（Punt et al．2014）として計算する．hは小さいほど密度補償効果（資

源量が少なくなると親魚あたりの加入尾数が多くなる）が小さくなることを示す指標で，資源の漁獲

に対する抵抗性の強さを示している（Hilborn and Walters，1992）．BH を用いたときは，条鰭綱におけ

る hの最頻値（モード）が 0.74（標準偏差 0.23）程度になることがメタ解析の結果から知られてい

る（Thorson 2020）．また，hの値は解析的に Fmsyに直接影響することが知られている（Mangel et al．

2013）ため，hの値が小さすぎる・大きすぎる場合には非現実的な Fmsyの推定につながり，hの不確

実性が非常に大きいことは Fmsy の不確実性が大きいことを示唆しているため，h の値とその不確実

性を，加入量の残差のブートストラップ解析等を実施することにより示すことが重要である．ただ

し，便宜的仮定（次節の d や e に該当）を用いたときに推定される hの不確実性は（本来なら過去最

小親魚量以下，過去最大親魚量以上のところに真の HS の折れ点があるかもしれないので）過小評価

されていることに注意する必要がある． 
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3． 再生産関係を選択するときの基準 

仮定する再生産関係は，過去に見られた再生産関係を記述するためのものであると同時に，将来の親魚

量の変化に対して加入尾数がどのように変化するかを予測するために用いられ，管理基準値に大きな影

響を与えることになる．そこで，再生産関係の決定は，予測力に加えて，以下に挙げる他のさまざまな要

因も勘案した上で行うことが望ましい． 

 

a. 予測力 

・ 赤池情報量規準（AIC），または，小標本サイズによるバイアスを補正した bias corrected AIC (AICc) 

（Hurvich and Tsai 1989）などをモデルの予測力を測る規準として用いる．たとえば AICc または

AIC を使う場合では，おおまかに，AIC 最小モデルに対して候補モデルの AIC の差（ΔAIC）が

４以上であれば，候補モデルの確からしさは小さいと言われている（Burnham and Anderson  

2002）． 

・ 代表的な事例：H31 年度研究機関会議ホッケ道北系群（森田ほか 2019） 

 

b. 生物学的妥当性  

・ RI は，親魚が多すぎる場合に加入尾数が減少するような強い密度効果を持つ再生産関係を表現で

きる．RI において特に強い密度効果（たとえば hが 1 を大きく超えるような場合）が推定された

場合には，対象種の生活史を考慮して，推定されたような強い密度効果が起こりうるかを検討す

ることが重要である．  

・ 代表的な事例：R3 年度マダラ本州太平洋北部系群（RI の利用（成松ほか 2021）） 

 

c. 外れ値に対する頑健性 

・ 最小二乗法（正規分布を仮定した最尤法に対応，以下 L2 と表記）を用いたパラメータ推定は外

れ値の影響を受けやすいことが知られている．外れ値がパラメータ推定に大きな影響を与えて

いると考えられるケース等，特に管理基準値の頑健性を重視するような場合は，外れ値の影響を

受けにくい最小絶対値法（ラプラス分布を仮定した最尤法に対応，L1 と表記）によるパラメー

タ推定を利用することもできる．ただし，HS かつ最小絶対値法では最適解が一意に定まらない

という問題点がみられることもあり，注意が必要である（資源評価高度化作業部会, 2025c の

3.3 節参照）． 

・ 代表的な事例：H31 年度研究機関会議ホッケ道北系群（森田ほか 2019） 

 

d. 観察された最大親魚量以上で，加入尾数が過去に観察された最大尾数以上の極端な外挿値になるよう

な場合の回避 

・ 親魚量の観察範囲内で密度効果がほとんど認められない場合には，再生産関係が直線に近い形

になる．そのため，BH や RI では最大親魚量以上の範囲で，加入尾数の期待値が過去に観察さ

れた最大加入尾数よりも極端に大きくなるような再生産関係が推定されることがある（図 2）．

それにより MSY 管理基準値も非現実的に過大な値になってしまうため，このような場合には，

BH や RI の使用は避け，加入尾数の期待値を過去最大加入以上に外挿しない性質を持つ HS を
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選ぶことが望ましい（Ichinokawa et al．2017）． 

・ 代表的な事例：H31 年度研究機関会議スケトウダラ日本海系群（山下ほか 2019），R4 年度サワ

ラ瀬戸内海系群（安田ほか 2022) 

 

e. 観察された最小親魚量以下で加入尾数が保守的でない外挿値になるような場合の回避 

・ 観察された範囲内で親魚量と加入尾数のあいだに明瞭な正の相関関係が見られない場合，また

は，負の相関関係が見られるような場合には，過去最低親魚量以下の範囲において，親が減って

も加入が減らない，または，増加するような予測値が得られる場合がある（図 3）．過去に経験

したことがないくらい低い親魚量において，加入尾数が保守的でない外挿値になる場合にはリ

スクが高いため，予防的な観点から，このような再生産関係の使用は避ける（Ichinokawa et al．

2017）． 

・ 代表的な事例：H31 年度研究機関会議スケトウダラ太平洋系群（境ほか 2019）・マサバ対馬暖流

系群（安田ほか 2019）・ゴマサバ太平洋系群（由上ほか 2019），R4 年度ヒラメ日本海北部系群

（八木ほか 2022） 

 

f. 推定された管理基準値の頑健性 

・ 複数の再生産式，最適化手法を用いた再生産関係を比較する際には，あわせて MSY 管理基準値

の計算もおこない，MSY 管理基準値の再生産関係式の選択に対する頑健性（どの再生産関係を選

んでも比較的同程度の MSY 管理基準値が得られる）を確認することが望ましい（図 4）． 

・ 一方で，尤度の差が非常に小さいにもかかわらず MSY 管理基準値が大きく異なる場合には，再

生産関係を両者の尤度によって重みづけ平均するモデル平均（複数の再生産関係のモデル平均を

用いた管理基準値推定，FRA-SA2020-BRP01-08，図 5）や，1B ルールの利用（4 節），g) リスク

の非対称性の検討といった方法を用い，頑健な管理方策を与えるような方法を考慮する． 

・ 代表的な事例：H31 年度研究機関会議ゴマサバ東シナ海系群・スケトウダラ太平洋系群，R7 年度

研究機関会議マアジ太平洋系群（モデル平均，FRA-SA2020-BRP01-08） 

 

g. 自己相関 

・ 選択した再生産関係からの予測値と観測値との残差において，有意な自己相関関係が認められ

るかどうかを検討する．自己相関が有意である場合には，管理基準値計算や ABC 計算における

将来予測において，加入プロセスに自己相関を考慮することが望ましい．これは，自己相関が有

意である場合，悪い加入が続けて発生するような事態がより高い確率で発生するため，基準値以

下に資源が下がるリスクがそれだけ高くなり，より保守的な管理が必要になる場合が想定され

るためである（図 6）． 

・ 自己相関を考慮しない場合には AR0，過去 1 年の残差のみを考慮する場合には AR1 と表記する

（AR は auto-regression の頭文字）． 

・ 再生産関係パラメータと自己相関係数は時系列解析の方法（正確尤度など）を使って同時推定す

ることも可能であるが，計算の安定性を考慮し，AR を考慮しないでパラメータ推定したのちに

残差に対して自己相関係数を推定する方法（2 段階推定）を基本的に用いる．これにより，デー
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タが 1 年増えただけでパラメータの推定値が大きく変わってしまうようなことが防げる．また，

現行の漁獲管理規則のもととなった MSE においても 2 段階推定が用いられている（Okamura et 

al. 2020）．但し，2 段階推定と同時推定で推定される自己相関係数が大きく異なり，結果として

管理基準値も大きく異なる場合には，同時推定の利用も考慮する．FRA-SA2020-BRP01-06 は，

同時推定のほうが推定のバイアスが小さい利点がある一方で，分散が大きい欠点があることを

示している．同時推定を用いる場合には，最適化手法が最小二乗法であること，パラメータが十

分収束していることを確認し，また，自己相関パラメータの推定値の不確実性が管理基準値に与

える影響を十分考慮する必要がある． 

・ 自己相関を再生産関係の推定の際に考慮した場合，将来予測においても過去年の残差を引き継

ぐような加入尾数を推定することで，傾向を持った残差が将来も起こりうる状況を表現できる．

実際の数式については「再生産関係の推定・管理基準値計算・将来予測シミュレーションに関す

る技術ノート（資源評価高度化作業部会, 2026c）」を参照のこと． 

・ 自己相関が非常に大きい場合，推定される再生産関係が親子関係のデータに全く当てはまって

いないように見える場合がある．このような場合には，自己相関分を観測データから差し引いた

プロットを作成することで，再生産関係の当てはまりを視覚的に示すことが望ましい（図 7）． 

・ 代表的な事例：H31 年度研究機関会議マサバ太平洋系群（西嶋ほか 2019），R2 年度研究機関会議

マアジ太平洋系群（井須ほか 2020） 

 

h. 管理方策の頑健性（MSE による評価） 

・ 予測力やその他の点で同等と考えられる再生産関係が複数ある場合には，異なる再生産関係を

用いて計算した管理基準値・漁獲管理方策をもとに管理を実施した場合のリスクに非対称性（再

生産関係 A,B がどちらも確からしい場合，誤って A を使った場合と誤って B を使った場合で，

将来予測におけるリスクに大きな違いがある，など）があるかどうかを検討することで，再生産

関係を選択する方法も考えられる． 

・ 自己相関の考慮だけでは加入の予測値からのずれに対処できず，また，その問題が短期的な将来

予測や ABC 推定に影響を与えることが懸念される場合には，再生産関係に複数のシナリオをあ

てはめ，どのシナリオが真だったとしても頑健な管理方策・管理基準値を選択する方法をとる

（資源評価高度化作業部会, 2026b）．これによって，再生産関係には不確実性があるものの，

管理方策においては頑健なものを選択することができる． 

・ 代表的な事例：H31 年度研究機関会議ホッケ道北系群（森田ほか 2019）（図 9），R3 年度研究機関

会議ブリ，簡易的 MSE を用いた複数の管理基準値の頑健性の比較・HCR の検討（古川ほか 2021）） 

 

4．1B ルールの適用範囲 

1B ルール（背景は「令和 8 年度漁獲管理規則および ABC 算定のための基本指針（資源評価高度化作業

部会, 2026a）」を参照）の適用を検討する場合の例を以下に示す． 

 

1. 再生産関係のパラメータを推定するための親魚量・加入尾数のデータ数が充分にない. 

2. 信頼できる再生産関係のパラメータを推定できず，結果として MSY 管理基準値の不確実性が非常に
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大きくなる場合．信頼できる再生産関係のパラメータを推定できない場合とは，例えば，①モデル選

択の不確実性が高い，②再生産関係の推定パラメータの信頼区間が広すぎる，③パラメータ間の相関

が強く，一意なパラメータ推定が困難，④hの不確実性が高すぎるなど．ただし①～④のどれかがあ

てはまっていたとしても，得られる MSY 管理基準値の推定値が頑健であるような場合においては，

便宜的仮定（たとえば HS の利用やパラメータの固定）のもとで再生産関係を一つに決めて MSY 管

理基準値を得る方法もある． 

3. 過去に得られた親魚量または資源量の範囲が SB0 またはそれに準じる値と比べたときに非常に狭い

範囲となる． 

4. 対象とした系群内でみられる加入が他海域からの移入に大きく依存している可能性が高い． 

5. 資源評価モデル内で再生産関係を推定できるモデル（例：Stock Synthesis，SS や State-Space Assessment 

Model，SAM など）を使っているが，再生産関係のパラメータ推定が不安定なためにモデル内で再生

産関係のパラメータ（hなど）を仮定しており，その仮定によって MSY 管理基準値が大きく変わる

場合． 

6. 加入尾数の推定は比較的頑健であるが，それに対応する親魚量の推定精度が悪い・推定が困難と考え

られる場合．例えば，卵から加入に至るまでの期間が不明なため，加入がどの親魚量と対応している

か不明（ズワイガニなど），年齢データの不確実性により親魚量の推定精度が加入尾数の推定精度よ

りも低いと考えられる場合，生物パラメータの年々のシフトによって将来予測において加入あたり

の親魚量の計算に不確実性が大きいような場合（マサバ太平洋系群）などが考えられる 

 

ただし，上記のような例以外でも， MSY 管理基準値や MSY 管理基準値を計算するための再生産関係の

決定が何らかの理由によって困難である場合，それが客観的に説明され，関係研究機関の合意があれば

1B ルールを適用する．令和 4 年度には 3 系群，令和 6 年度にはマサバ太平洋系群, 令和 7 年度にはズワ

イガニ日本海 B 系群で 1B ルールが適用された． 

 

5． 魚種別適用事例集3 

マイワシ太平洋系群 

年度 再生産関係 選択基準 説明 引用文献 

R2 HS， L2， 

AR0， 

レジーム 

3a 最小二乗法を用いた場合で AICc が最小となる HS を選択．ま

た，期間を分けない場合（HS，L2，AR1）の AICc は 108.30，

期間を分けた場合は 96.04 で，10 以上の差が見られた． 

古市ほか

（2020） 

 

R7 HS, L2, AR0, 

レジーム 

3a, 3h 期間で分けた場合のほうが，全期間でひとつの再生産関係とし

た場合よりも AICc が低い傾向を示した(3a)．また L1 により推

定は AICc は低いものの不安定であり，L2 による場合と推定パ

ラメータに大きな差はないため L2 を使用．HS と RI で AICc の

差は小さかったため,簡易 MSE を実施(3h). どちらを用いても資

源減少のリスクは小さかったが，実際の再生産関係が HS であ

古市ほか

(2025) 

 
3 本事例集で示している選択基準は本ガイドラインの記号に則っており，選択基準の改訂により，以前

の年度の事例集にある選択基準の記号とは異なる場合があることに注意が必要である． 
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AR0 3h，3h な強い密度効果が生じるのかは明らかではない，②BH および

HS との AICc の差は 4 未満のため，簡易 MSE を行った (3h，

3h)．それにより，真の再生産関係が HS もしくは BH のときに

誤って RI と想定して管理を行っても，短期的にも，中長期的に

も漁獲量および資源量の減少リスクはほとんどないため RI を選

択． 

（2021） 

マダイ瀬戸内海東部系群 

年度 再生産関係 選択基準 説明 引用文献 

R4 

 

BH, L2, 

AR1(同時) 

3a, 3g BH, HS, RI の順で AICc が低く，また L2, AR1 (同時)が最も低か

った．RI は AICc の差も大きいことから除外．予測力(3a), プロ

ファイル尤度において BH が HS より優位（推定値が安定）であ

った. 

山本ほか

（2022） 

マダイ瀬戸内海中・西部系群 

年度 再生産関係 選択基準 説明 引用文献 

R3 

 

RI， L2， 

AR1(同時) 

3a， 

3b，3g 

BH，RI，HS の AICc に大きな差はないが (3a)，HS と BH では

推定の不確実性が高く，特に BH では再生産関係のパラメータ

間に高い相関があり解が一意に計算できなかった．また，従来

の資源評価結果から親魚量と天然加入量の増減に反比例の関係

が観察されており，さらに，生活史のいくつかの段階で密度過

多の影響が示唆されていることより RI を採用 (3b)． 

山本ほか

（2021） 

マダイ日本海西部・東シナ海系群 

年度 再生産関係 選択基準 説明 引用文献 

R3 

 

HS， L2， 

AR1(同時) 

3b， 

3e，3g 

RI およびを仮定した場合は，親魚量が過去最低値より低い場合

に加入尾数が保守的でない外挿値となることから HS を選択 

(3b，3e)． 

下瀬ほか

（2021） 

サワラ瀬戸内海系群 

年度 再生産関係 選択基準 説明 引用文献 

R4 

 

HS, L2, AR0 3a, 3b，

3d 

RI と BH では，親魚量が増加するほど加入量が増え続け，明確

な密度効果はみつからず，管理基準値の過大な外挿につながる

ため候補から外した (3b, 3d).また，HS で L2 が最も AICc が低

かった (3a).  

安田ほか

（2022） 

ヒラメ太平洋北部系群 

年度 再生産関係 選択基準 説明 引用文献 

R4 HS, L1, AR0 3a, 3b, 3h  HS, BH, RI の AICc はそれぞれ 32.4, 32.7, 34.3 と大差はなかった 

(3a)．また，異なる再生産関係を用いた場合のリスクの非対称性

の評価においても，将来予測のリスクに大きな違いはみられな

かった (3h)．また MSY 管理基準値は HS のほうがより現実的な

目標となっているため HS を採用 (3b)． 

富樫ほか

（2022） 
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基準である Fmax に相当する F25％SPR を Fmsy の代替値（Fmsy_proxy）の候補とした．これは，ヒ

ラメの他系群で算出されている Fmsy（25%SPR 相当）と同程度であり，F25％SPR を Fmsy_proxy と

して管理した場合であっても，10 年間で 1 回でも限界管理基準値案(SBmin)を下回る確率は，β に

寄らず 0％であった．このことから F25％SPR でも少なくとも資源を崩壊させるような漁獲圧では

ない 

1Bで用いた

加入量の仮

定 

SBtarget 計算時：直近過去 5 年間の天然由来の加入尾数に対して対数正規分布をあてはめ、その分

布に基づく加入を仮定 

調整係数(β)計算時：同上 

引用文献 増渕ほか（2022） 

ムシガレイ日本海南西部系群 

年度 再生産関係 選択基準 説明 引用文献 

R3 

 

HS， L2， 

AR1(二段階) 

3a， 

3b， 

3d，3g 

BH および RI では，観察された親魚量の範囲では右肩上がりの

直線として推定され密度効果が認められなかったため過去最大

親魚量を折れ点とする HS を選択 (3b, 3d)． 

八木ほか

（2021） 

ソウハチ日本海南西部系群 

年度 再生産関係 選択基準 説明 引用文献 

R3 

 

HS， L2， 

AR1(二段階) 

3a， 

3b，3e, 

3g 

BH，RI，HS の AICc に大きな差はなく(3a)，親子関係に明瞭な

密度効果が認められないため，そのような資源でも現実的な再

生産関係が得られる HS を採用 (3b, 3e)． 

 

飯田ほか

（2021） 

アカガレイ日本海系群 

年度 再生産関係 選択基準 説明 引用文献 

R4 

 

HS, L2, 

AR1(同時) 

3a, 3e, 3g, 

3h 

BH は変曲点が一意に求まらないため除外．RI と HS と AICc の

差は小さかった (3a).そのため，リスク非対称性の評価を行い，

将来予測におけるリスクに大きな違いはないことを確認した．

また，％SPR を考慮すると HS のほうが現実的な目標であると

判断した(3e). 

白川ほか

（2022） 

ヤナギムシカレイ太平洋北部系群 

年度 再生産関係 選択基準 説明 引用文献 

R3 

 

HS， L2， 

AR1(同時) 

3a， 

3b， 

3g，2d 

HS， RI， BH における同時推定 (3g)の AICc に大きな差はな

かったが (3a)，ジャックナイフ法による検討を行ったところ 

(2d)，BH では影響が大きかったが，HS および RI では影響が小

さく安定していたため，HS を採用 (3b)． 

三澤ほか

（2021） 

トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群 

 R4 年度：1B ルール 

管理基準値 SBlimit→SBmin, Fmsy_proxy→F30%SPR, SBban→0 
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ープネスを導出する密度効果を仮定しており，過去に観測された高い親魚量において極端に低い

加入量を予測するほか，過去最低に近い親魚量において最大の加入を期待するなど，リスク管理

の面からも懸念すべき点がみられた． 

1B 適用理由 密度効果が弱く仮定される HS をあてはめた場合の SBmsy は RI のときの推定値と大きく乖離し

たことから，現状では再生産関係に基づいた頑健な管理基準値を提案することが困難と判断し

た．適用条件としては，再生産関係のパラメータの推定の不安定性のために頑健な MSY 管理基

準値を得ることが出来ない（4 節の例 2①に該当）場合に該当する．また，4 節の例 3（過去に得

られた親魚量または資源量の範囲が SB0 またはそれに準じる値と比べたときに非常に狭い範囲

となる）にも該当する．  

Fmsy_proxy の

根拠 

Fmax,F0.1,F20％SPR,F30％SPR を検討．Fmax（F15%SPR に相当）以上の漁獲圧がかかり親魚資源

が極端に少なくなった場合でも加入乱獲の兆候が見られなかったという過去の傾向を考慮し，

Fmax で漁獲しても過度な加入乱獲を引き起こす懸念は少ないと考え，Fmax を Fmsy_proxy とし

て提案． 

1B で用いた加

入量の仮定 

SBtarget 計算時：2009-2020 年（低加入の時期）の天然当歳魚の加入尾数に対して対数正規分布を

あてはめ、その分布に基づく加入 

調整係数(β)計算時：同上 

引用文献 真鍋ほか（2022） 
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図 9．過去最低親魚量付近での加入尾数の予測値が楽観的になるという理由で BH，RI の使用は避け，HS

を選択したマサバ対馬暖流系群の例（「平成 31（2019）年度マサバ対馬暖流系群の管理基準値等に関する

研究機関会議報告」より）．（このケースでは，HS の AICc の値は最適モデルよりも 5．9 大きかったが，

HS が選択された．予測力を犠牲にしてこの程度の外挿を避けるべきかは，判断が難しい．なお，こ

の系群では RI や BH だと限界管理基準値が過去最低親魚量以下になること等も考慮している．） 
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